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Ⅰ　調査の概要

１．目的

２．実施主体

３．調査対象
　島根県内の事業所

４．調査時期

　１）回答事業所数　１，１２０事業所

６．調査内容

７．調査結果

　「各種健康診断」「心の健康づくり（メンタルヘルス）」「過重労働対策」
「たばこ対策」に関する項目について調査を実施した。（別添　調査票）

　　・県歯科医師会等の会報紙（告知欄）での広報

　　・県のホームページによる広報

　　・調査票を事業所へ郵送し、ＦＡＸによる回答

　◆回答方法

５．調査方法
　◆周知方法

　　・保健所から事業主セミナーの開催通知に調査票を同封し郵送

　　・しまね電子申請サービスを利用した回答

平成２８年度　事業所健康づくり調査について

　　・協会けんぽの被保険者事業所への告知書送付に同封したチラシの告知欄
      での広報

　本県では、健康長寿日本一を目指し「第一次健康長寿しまね推進計画」を平成
11年度に定め、平成25年3月には、第一次計画を踏まえた第二次計画として平成25
年から平成34年度までの10年間の目標を定め取組を推進している。
　その中で、事業所における「健診（検診）」「心の健康づくり」「たばこ対
策」などの健康づくりの状況を把握し、今後の地域と職域の連携した健康づくり
対策を進めるための基礎資料とする。
　また、あわせて健康長寿しまね推進計画の中間評価のための基礎資料としても
活用する。

　島根県、島根労働局、島根県地域・職域連携健康づくり推進協議会

　平成２８年９月～平成２８年１２月



　２）回答事業所数の内訳
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０４ 建設業 17%

０５ 創造業 17%

０９ 卸売業、小売業 9%

１６ 医療、福祉 24%

業種分類別回答割合

０１ 農業、林業

０２ 漁業

０３ 鉱業、採石業、砂利採取業

０４ 建設業

０５ 製造業

０６ 電気・ガス・熱供給・水道業

０７ 情報通信業

０８ 運輸業、郵便業

０９ 卸売業、小売業

１０ 金融業、保険業

１１ 不動産、物品賃貸業

１２ 学術研究、専門・技術サービス業

１３ 宿泊業、飲食サービス業



　３）結果の概要

＜まとめ＞
１．調査結果から見えた今後の事業所の健康づくりについて
◇全体的に規模が大きい事業所ほど、健康づくりに関する取り組みが進んでおり、規模が小さい事業所で
は各制度や専門機関の認知度が低い傾向にあった。
◇健康づくり対策が進まない理由では、”取り組み方がわからない”や、”従業員が必要性を感じていない”
と回答する事業所が多かった。
◇受動喫煙対策を行った理由・きっかけは、”行政等の説明会に参加したこと”と回答する事業所が多かっ
た。
⇒今後事業所の健康づくりを進める上では、中小企業に各種制度や窓口、取り組み手法について情報を届
けることが課題である。
２．調査方法について
◇本調査は用いた依頼方法により、調査依頼数が把握できないため、回収率を算出することができなかっ
た。
◇回答事業所数が前回調査（平成21年度）より約2000事業所減少してしまったため、経年比較や圏域別の
分析、正確な分析が困難であった。
⇒調査の実施方法について検討が必要である。

健康づくり体制

各種健康診断の実施

心の健康づくり（メンタルヘルス）対策

過重労働対策

受動喫煙防止対策

◇規模が大きい事業所ほど、健康管理担当者が決まっている事業所が多い傾向にある。

◇一般健康診断は、事業所全体で98.7.％が実施しており、96.0％の事業所が全員に結果を通知
している。
◇がん検診の実施率は胃がん検診が最も高く71.1％が実施しており、ついで大腸がん検診が
70.2％となっている。
◇歯科検診については、事業所全体で14.8％が実施している。
◇がん検診受診者を増やす方法として、取組可能なことについて、事業所全体では”市町村との
連携を密にして市町村が行うがん検診を受けられるように工夫する”と回答した事業所が最も多
い。
◇肝炎検査を実施している事業所は事業所全体で32.4％である。

◇メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業所は、事業所全体で47.2%で、事業所の規模が大き
くなるほど取り組んでいる割合が高い。また取り組んでいる内容はストレスチェック制度の実施が
最も多い。
◇ストレスチェック制度の導入状況は、ストレスチェックを実施した割合は事業所全体で43.9％
で、団体分析も実施した事業所は26.8%であった
◇取り組まない理由は”取組み方がわからない”が最も多く34.0％、ついで”専門スタッフがいな
い”が28.8％であった
◇専門機関の認知度について、最も認知度が高いのは保健所で、最も低いのは地域産業保健
センターであった。

◇長時間労働者に関する医師による面接指導制度を知っている事業所の割合は71.0％であり、
内実施できていない事業所は6.0％である。
◇健康への配慮が必要な者に対する面接指導等の結果を踏まえた事後措置を講じた事業所は
72.4％であった

◇受動喫煙防止対策に取り組んでいる事業所は全体で、89.7％で内分煙ができている事業所は
74.3％である。
◇受動喫煙対策が進まない理由で最も多いのは従業員が必要性を感じていないで、次いで来客
等の出入りがあり、協力が得られないであった。
◇受動喫煙対策を実施した理由・きっかけで最も多かったのは、行政等が開催した説明会参加
であった



Ⅱ　調査結果

図１．事業所規模（労働者数）別健康管理担当者の設置状況

問 事業所での健康づくりを進めるための健康管理担当者（安全・衛生管理者または安
全衛生推進者など）が決まっていますか。

　健康管理担当者が決まっていると回答した事業所の割合は、事業所全体で69.1％が実施して
いると回答しており、規模が大きい事業所ほど高い傾向にある。
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図２．事業所規模別　一般定期健康診断の実施状況

図３．事業所規模別　一般定期健康診断結果の通知状況

問１ 平成27年度、従業員の一般定期健康診断を実施しましたか。また、実施した場合
は、受診者数に対する有所見者率もお答えください。 ※有所見者数は無効回答多数のため算出せず

問２ 問１で「１」または「２」と回答された事業所におたずねします。その結果を従業員の
方にどのように通知しましたか。

　一般定期健康診断の実施は、事業所全体で98.7％が実施していると回答している。

　事業所全体で96％が全員に結果通知したと回答している。
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図４．胃がん検診実施状況

図５．子宮がん検診実施状況

問３ 平成27年度に次のがん検診及び歯科健診などを、どのような方法で実施しました
か。（胃がん検診・子宮がん検診・乳がん検診・肺がん検診・大腸がん検診・歯科健診・
肝炎検査）

　胃がん検診を実施していると回答した事業所は、事業所全体で71.1％である。

　子宮がん検診を実施していると回答した事業所は事業所全体で60.1％である。
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図６．乳がん検診実施状況

図７．肺がん検診実施状況

　乳がん検診を実施している事業所は、事業所全体で60.5％である。

　肺がん検診を実施していると回答した事業所は、事業所全体で65.8％である。
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図８．大腸がん検診実施状況

図９．歯科健診実施状況

　大腸がん検診を実施している事業所は事業所全体で70.2%である。

　歯科検診を実施している事業所は事業所全体で14.8%である。
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図１０．肝炎検査実施状況

図１１．事業所規模別　がん検診受診者を増やす方法として取り組み可能なこと（複数回答）

問４ 事業所で、従業員のがん検診受診者を増やす方法として、どのような取組が可能
でしょうか。【問３のがん検診のうち一つでも「未実施」と回答した事業所のみ】

　肝炎検査を実施している事業所は、事業所全体で32.4％である。

　がん検診受診者を増やす方法として、事業所全体では、"市町村との連携を密にして市町村が
行うがん検診を受けられるように工夫する"と回答した割合が34.4％で最も多く、次いで”従業員
に意識を高めるチラシ等を配布する”が30.6％だった。
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図１２．事業所規模別　メンタルヘルス対策取り組み状況

図１３．事業所規模別　ストレスチェック制度導入状況

問５ 貴事業所では、職場におけるメンタルヘルス対策（ストレスチェックもメンタルヘルス
対策の一つです）に取り組んでいますか。

問６ 貴事業所での、「ストレスチェック制度」の導入状況を（50人未満の事業所も）お答え
ください。

　職場においてメンタルヘルス対策を取り組んでいる事業所は、事業所全体では47.2％で、事業
所の規模が大きくなるほど、取り組んでいる割合が高い。

　”ストレスチェック制度を集団分析ともに実施した”事業所は全体で26.8%であり最も多い。次い
で”制度は知っているが50人未満事業所のため実施しない”が多い。
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１ 制度を知らなかった
２ 制度は知っているが、50人未満の事業所のため実施しない

３ 制度は知っているが、今年度は実施しない

４ 今年度中に実施する予定
５ ストレスチェック（申出に応じ面接指導も）は実施したが、集団分析はしなかった

６ ストレスチェック（申出に応じ面接指導も）、集団分析ともに実施した



図１４．事業所規模別　メンタルヘルス対策取り組み内容（複数回答）

問７ 問５で「１ 取り組んでいる」と回答された事業所におたずねします。その取組内容
は何ですか。

　メンタルヘルス対策の取組内容は”ストレスチェックの実施”が最も多く、18.9％だった。
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１ ストレスチェックの実施

２ メンタルヘルス対策について衛生委員会等で

の調査審議

３ メンタルヘルスケアに関する問題点を解決する

ための計画の策定と実施

４ メンタルヘルスケアの実務を行う担当者（次の５

を除く）の選任

５ メンタルヘルスケア対策のための専門スタッフ

（産業医、保健師、衛生管理者または衛生推進者

等）を配置している

６ 労働者への教育研修・情報提供

７ 管理監督者への教育研修・情報提供

８ 事業所内の産業保健スタッフへの教育研修・情

報提供

９ 職場環境等の評価及び改善

10 労働者からの相談対応の体制整備

11 職場復帰における支援（職場復帰支援プログ

ラムの策定を含む）

12 島根産業保健総合支援センター及び各地域窓

口を活用した対策の実施

13 医療機関を活用した対策の実施

14 他の外部機関を活用した対策の実施

15 その他

10人未満 10～29人 30～49人 50～99人 100～299人 300人以上 全事業所



図１５．メンタルヘルス対策に取り組まない理由（複数回答）

図１６－1．事業所規模（10人未満）　専門機関の認知度

問８ 問５で「２ 取り組んでいない」と回答された事業所におたずねします。メンタルヘル
ス対策に取り組んでいない理由は何ですか。（複数回答可）

問９ 心の健康づくりに関し次の専門機関があること、また利用できることを御存知です
か。 〈保健所、心と体の相談センター（精神保健福祉センター）、市役所・町村役場 保
健センター、島根産業保健総合支援センター、地域窓口（地域産業保健センター）、個別
医療機関〉

　メンタルヘルス対策に取り組んでいない理由で最も多いのは、”取り組み方がわからない”が
34%で、次いで”専門スタッフがいない”が28.8％であった

　専門機関の認知度が、最も高いのは保健所で事業所全体で80.4％が知っており、最も低いの
は地域産業保健センターだった。
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１ 取り組み方がわからない ２ 経費がかかる ３ 必要性を感じない

４ 労働者の関心がない ５ 専門スタッフがいない ６ その他
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１ 利用中または利用したことがある ２ 利用できることを知っている

３ 存在を知っている ４ 知らない



図１６－２．事業所規模（10～29人）　専門機関の認知度

図１６－３．事業所規模（30～49人）　専門機関の認知度

図１６－４．事業所規模（50～99人）　専門機関の認知度
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図１６－５．事業所規模（100～299人）　専門機関の認知度

図１６－６．事業所規模（300人以上）　専門機関の認知度

図１６－７．事業所規模（全事業所）　専門機関の認知度
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図１７．事業所規模別　長時間労働に関する面接指導制度の認知度

図１８．事業所規模別　長時間労働者に対する医師による面接指導制度の実施内容（複数回答）

問10　 「長時間労働者に対する医師による面接指導制度」を知っていますか。

問11 長時間労働者に対する医師による面接指導等の実施内容は何ですか。（複数回
答可）【問10で「知っていて、実施している」と回答した事業所のみ】

　制度を知っている事業所の割合は全体で71.0％であり、知っているが、実施できていない事業
所は6.0%だった

　　医師による面接指導等の実施内容は”事業所で独自の基準を定め、基準に該当する労働者
に対して医師による面接指導等を実施した”が27.7％で最も多い

過重労働対策

1.5

6.3

11.5

20.0

34.4

56.5

11.5

54.3

54.8

49.1

62.2

50.5

26.1

53.5

2.5

6.0

6.4

8.1

7.5

8.7

6.0

41.7

32.9

33.0

9.7

7.6

8.7

29.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

10人未満

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

全事業所

１ 知っており、実施している

２ 知っているが、対象者がいないので実施していない

３ 知っているが、実施できていない

４ 知らない

0

18.5 13.8 13.2

22.2

15.4 16.8

66.7

25.9

10.3

15.8

24.4

15.4
20.0

0

18.5

31.0
34.2

13.3 15.4

22.6

0

18.5

31.0
26.3 26.7

53.8

27.7
33.3

18.6
13.9

10.5
13.4

0

12.9

0

10

20

30

40

50

60

70

10人未満 10～29人 30～49人 50～99人 100～299人 300人以上 全事業所

１ 時間外・休日労働が１か月当たり１００時間を超え、申し出を行った労働者に対して医師による面接

指導を実施した

２ 時間外・休日労働が１か月当たり８０時間を超え、１００時間以下で申し出を行った労働者に対して医

師による面接指導等を実施した

３ 時間外・休日労働が１か月当たり４５時間を超え、８０時間以下で、必要と認めた労働者に対して医

師による面接指導等を実施した

４ 事業所で独自の基準を定め、基準に該当する労働者に対して医師による面接指導等を実施した

５ 特に基準はないが、その他必要に応じて適宜面接指導等を実施した



図１９．事業所規模別　健康への配慮が必要な者に対する面接指導を踏まえた事後措置の状況

図２０．事業所規模別　受動喫煙防止対策の取組状況

問12 貴事業所では、長時間労働者など健康への配慮が必要な者に対する面接指導等
の結果を踏まえた事後措置を講じましたか。

問13　貴事業所における受動喫煙防止対策の取組状況についてお答えください。

　受動喫煙防止対策に取り組んでいる事業所は全体で89.7％で、内分煙ができている事業所は
74.3％である

　長時間労働者など健康への配慮が必要なものに対する面接指導等の結果を踏まえた事後措
置を講じた事業所は72.4％であった。
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１ 敷地内完全禁煙（建物内も屋外も禁煙）

２ 施設内（建物内）完全禁煙

３ 分煙（喫煙室を設け、しきりをして煙を外に排出し、煙が施設内に流入しないようにしている）

４ 不完全分煙（喫煙場所を設けているが、しきりはなく煙が施設内に流れ込む状況にある）

５ 特に対策をしていないが、対策を検討中

６ 特に対策をしていないが、今後も取り組む予定はない



図２１．事業所規模別　受動喫煙防止対策が進まない理由（複数回答）

問14　問13で４～６を回答された事業所におたずねします。職場において受動喫煙防止
対策(禁煙・分煙)が進まない理由は何ですか。（複数回答可）

　受動喫煙対策が進まない理由は、”職場の従業員が必要性を感じていない”が23.5％で最も多
く、次いで”来客等の出入りがあり協力が得られない”が23.2％であった。
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１ 職場の管理者として必要性を感じない

２ 職場の従業員が必要性を感じていない

３ 受動喫煙防止対策のための費用がない

４ 職場内で受動喫煙について意識することが今までなかった

５ 職場に来客等の出入りがあり、禁煙・分煙の協力が得られない

６ その他



図２２．事業所規模別　受動喫煙防止対策を行った理由・きっかけ（複数回答）

問15 問13で１～３を回答された事業所におたずねします。受動喫煙防止対策を行った
理由・きっかけは何ですか。（複数回答可）

　受動喫煙防止対策を行った理由・きっかけで最も多いのは、事業所規模問わず”行政等が開催
した説明会参加”で63.9%だった。
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１ 事業主の意向 ２ 労働安全衛生法等に規定されたから
３ 来客者等の部外者からの意見を反映 ４ 安全衛生委員会の審議の結果
５ 行政等が開催した説明会参加 ６ その他


